
資料４ 

 

デジタル化関係 

 

 ４－１ 関西広域連合におけるデジタル化推進に向けた取組について 

       ・ 関西広域連合におけるオープンデータの取組等 

       ・ 行政デジタル化推進シンポジウムの開催について 

 

 

 ４－２ デジタル化の推進に関する国の動向について 

    （デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年 12月 24日閣議決定）概要 

     版、デジタル臨時行政調査会（第 2回）（令和３年 12月 22日開催）資料 1  

    「デジタル時代の構造改革とデジタル原則の方向性について」から抜粋、改編） 
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資料４－１ 

デジタル化推進に向けた取組について        

 

 １．関西広域連合におけるオープンデータの取組等 

   オープンデータについては、社会経済全体の発展に寄与するものとして、大きな期 

   待が寄せられており、「官民データ活用推進基本法（平成 28年制定）」により、地方 

   公共団体が取り組むことが義務付けられ、これにより国民参加・官民協働の推進を 

   通じた諸課題の解決や、経済活性化、行政の高度化・効率化等が期待されている。 

   各構成団体において取組が進められているが、関西広域連合においても、利用者の 

   データ収集作業の効率化など更に利便性の向上を図っていく観点から下記の取組を 

   推進する。 

                    記 

 

  ◆「関西広域連合デジタルゲートウェイの構築 

    ｢関西広域連合オープンデータカタログサイト｣及び｢構成団体オープンデータ等サ 

イト｣により構成する「関西広域連合デジタルゲートウェイ」を構築する。 

 

 （１）「関西広域連合オープンデータカタログサイト」 

① 概要 

     構成府県市が保有するデータを集約し、関西広域連合のホームページで一括公開 

     する。 

     関西全体を対象としたこの取組を進めることにより、新たなサービスやビジネス 

     の創出など経済活性化にもつながっていくことが期待される。 

 

② 対象データ 

     公共施設、イベント、公衆無線 LANアクセスポイント、地域・年齢別人口、介護 

     サービス事業者一覧など国が公開を推奨するデータセットのうち、可能なものか 

     らスタートし、対象データ等については、順次拡大する。 

      集約に当たっては、国が取りまとめた「推奨データセット」のフォーマット等に 

      統一するなどにより、構成団体と検討を進める。 

 

③ スケジュール 

      令和３年度中に開始予定 

 

 （２）｢構成団体オープンデータ等サイト｣ 

① 概要 

     府県市をまたぐ情報収集やオンライン申請などの円滑化、効率化を図るため、構 

         成団体のオープンデータカタログサイト等と関連サイトへのアクセスを集約し 

     たサイトを構築する。 

② リンク対象（当面） 

     ・オープンデータカタログサイト   
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      ・例規 

      ・公報 

      ・電子申請   

（今後、対象等を順次拡大する。） 

 

③ スケジュール 

     令和３年１１月開始済 

     

 （３）｢関西広域連合デジタルゲートウェイ｣イメージ 
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行政デジタル化推進シンポジウムの開催について 

          

         令和４年１月 27 日 

本 部 事 務 局 

 

 １．目的 

   行政のデジタル化については、関西広域連合の各構成団体において様々な取組が実 

  施されているが、さらなる知見の共有等を図り、行政デジタル化の推進に資すること 

  を目的に開催する。 

   シンポジウムでは、デジタル副大臣兼内閣府副大臣の小林史明氏より、デジタル社 

  会の実現に向けた国の最新の取組状況などについての講演と、関西の自治体における 

  ＡＩの活用による業務効率化やデータ利活用の取組、企業における行政オープンデー 

  タの利活用に関する事例発表を行う。 

   

 ２．主催 

   関西広域連合 

 

 ３．開催方法 

   Youtube 配信 

 

 ４．開催日時（配信開始） 

   令和４年３月７日（月）１３時から 

  

５．内容 

（１）開会挨拶（仁坂 吉伸 広域連合長） 

 

 （２）基調講演 ｢デジタル社会の実現に向けて｣（仮） 

    講演者：デジタル副大臣兼内閣府副大臣 小林 史明 氏 

 

（３）取組事例等の発表 

○『徳島県における「５Ｇ」関係事業の展開について』(仮) 

 「徳島県におけるＡＩの取組について」（仮）（徳島県） 

 

○ 神戸市のＥＢＰＭ（神戸市） 

      （コロナ禍での神戸市データ解析チームの取組） 

 

    ○ 行政課題解決のためのデータ利活用（滋賀県日野町） 

      （ビッグデータを活用した公共交通再編プロジェクトの推進） 

 

    ○ 企業におけるオープンデータの利活用事例（株式会社 ウェルモ） 

      （オープンデータ等を活用し、介護事業所情報など地域で高齢者の暮らしを 

       支えるための情報プラットフォームを運営） 


